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■問い合わせ先　介護保険課介護保険係　☎（36）4877

　保険給付費と地域支援事業費は、利用者の増に応じて年年増えてい
ます。ところが、第１号被保険者１人当たりの額でみると、平成26年
度から横ばいか、緩やかに下降気味です。これは、平成25年度をピー
クに団塊の世代が第１号被保険者になり、急激に被保険者数が伸びた
ことで第１号被保険者１人当たりの給付費が減ったものです。
　また、平成27年度は大規模な介護保険制度改正で、一定以上所
得者の負担割合が１割から２割になったことや、特
定入所者負担限度額認定に預貯金額を勘案するな
ど、国の政策によって給付費の伸びへの影響が表れ
たことも考えられます。それでも給付費は、利用者
数の増に伴って確実に増加していることから、今後
は、団塊の世代が高齢化していくことを見据えて介護
予防の取り組みを強化することで、介護保険給付費
などの急激な増加を抑制しながら、介護を必要とす
る人への適正な給付を実施していく必要があります。 
みなさんの理解と協力をお願いします（グラフ３参照）。

【グラフ１】歳入　70億4,054万円 【グラフ２】歳出　68億7,054万円

【グラフ３】
保険給付費・地域支援事業費と
第１号被保険者１人当たりの給付費月額の推移

　平成27年度の歳出決算額は、68億7,054万円（前年度比3.3％増）で、
これに対し歳入決算額は、70億4,054万円（前年度比5.3％増）でした。
　歳入は、医療保険に上乗せされる第２号（40〜64歳）保険料をもとに
した支払基金交付金が26.0％と最も大きく、第１号（65歳以上）保険料
は23.3％、国・県・市の負担金は合わせて50.0％でした（グラフ１参照）。
　歳出は、保険給付費が93.3％、保険給付以外に市が実施する地域支援
事業の費用が3.2％で、歳出のほとんどを占めています（グラフ２参照）。

　歳入から歳出を差し引いた１億7,000万円は、第１号保険料余剰分と
国・県・支払基金からの超過交付金です。平成28年度に繰り越した上で、
保険料余剰分は介護給付費準備基金（＊１）に積み立て、超過交付金は国・
県・支払基金へ返還します。
＊１ 介護給付費準備基金＝市では、計画期間内（第６期／平成27〜29

年度）の急激な給付費増などに対応できるように、計画期間の保険
料の黒字などを介護給付費準備基金として積み立てています

介護保険特別会計決算

保険給付費・地域支援事業費と第１号（65歳以上）被保険者１人当たりの給付費の推移
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【児童扶養手当の月額（８月分から）】

区分 改正前 改正後（平成28年8月分から）

児童１人のとき

42,330円 42,330円

42,320円～9,990円
（所得に応じて決定）

42,320円～9,990円
（所得に応じて決定）

児童２人のとき 定額5,000円

全部支給 10,000円

一部支給 9,990円～5,000円
（所得に応じて決定）

児童３人以上のとき 定額3,000円

全部支給 6,000円

一部支給 5,990円～3,000円
（所得に応じて決定）

＊８月の月額から変更となりました（支払は１２月分から変更）

総務費
１億 8,470 万円
2.7%

総務費
１億 8,470 万円
2.7%

地域支援事業費
２億 2,057 万円

3.2%

地域支援事業費
２億 2,057 万円

3.2%

保険給付費
64億 1,153 万円

93.3%

保険給付費
64億 1,153 万円

93.3%

第１号保険料
16億 3,947 万円

23.3%

第１号保険料
16億 3,947 万円

23.3%
県支出金

９億 6,968 万円
13.8%

県支出金
９億 6,968 万円

13.8%

国庫支出金
15億 1,869 万円

21.6%

国庫支出金
15億 1,869 万円

21.6%

繰入金
10億

3,095 万円
14.6%

繰入金
10億

3,095 万円
14.6%

支払基金交付金
18億 2,955 万円

26.0%

支払基金交付金
18億 2,955 万円

26.0%

歳入 歳出

その他の歳入
1,717 万円

0.2%

その他の歳入
1,717 万円

0.2%

基金積立金
552万円
0.1%

基金積立金
552万円
0.1%

繰越金
3,503 万円
0.5%

繰越金
3,503 万円
0.5%

諸支出金
4,822 万円
0.7%

諸支出金
4,822 万円
0.7%
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　けていない人の
　介護予防事業費
　や地域包括支援
　センターの運営
　経費など

＊要介護認定を受
　けていない人の
　介護予防事業費
　や地域包括支援
　センターの運営
　経費など

400,000

500,000

600,000

700,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

第１号被保険者１人当たり給付費（円）
保険給付費＋地域支援事業費（万円）
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